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2024 年 11 月 20 日  

第 43 回原子力小委員会への意見書 

松久保 肇  

事務局資料の論点は多岐にわたっており、与えられた発言時間内に指摘しきれないため、意見書

を提出する。 

 

総論 

⚫ これまでエネルギー基本計画に記載されてきた「可能な限り（原発）依存度を低減する」との

文言は今回も維持するべき。国民の多数が将来脱原発を求めているという状況にも適合して

いる。 

⚫ 判断するために必要な材料がほとんど示されないなかで、事業者のみの言い分に従って原発

新設が必要だとすることは、どのような状態であろうと原発を新設するということと同義であ

り、認められない。最低でも核燃料サイクルもふくめた原発のライフサイクル全体の経済性評

価を行うべきである。 

⚫ 六ヶ所再処理工場の操業期間延長に反対する。六ヶ所再処理工場は建設を始めた 1993 年

時点では 1997 年には再処理を開始する計画だった。それから 30 年以上、竣工延期を繰り

返してきた。数年先の想定すら 27 回誤ってきた事業者が 40 年以上先の状況の予測が可能

であると主張しても、まったく根拠にならない。むしろ、建設開始から３０年以上が経過する中

で、操業前の現時点でも施設の経年劣化が始まっているという現状を重く受け止めるべきで

ある。改めて核燃料サイクルの根本的再評価を行うべきである。 

⚫ 青森県と日本原燃らが海外返還ガラス固化体を六ヶ所で受け入れる際に締結した協定書で

は、それぞれのガラス固化体について、受け入れ開始から 50 年後までに搬出することとされ

ている。1995 年に受け入れ開始したことから２０４５年が最初の期限となる。一方、地層処分

場選定プロセスでは、選定までに 20 年程度を要するとされている。これには処分場建設によ

うする期間は含まれていないため、現時点で、期限が来ることは明らかである。この議論をしな

いままに、原子力積極活用へと進むことは認められない。 

⚫ 福島第一原発の廃止措置では現状費用手当が行われているのはデブリ取り出しまでであり、

その後の放射性廃棄物処分や費用は何ら考慮されていない。２０５１年廃止措置完了を掲げ

るのであれば、処分や費用の手当について検討する必要があり、それがない中で、原子力積

極活用へと進むことは無責任のそしりを免れない。 

 

以下、資料に沿って各論を述べる 

資料４ 
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1. ロシアによるウクライナ侵略に伴うエネルギー危機（p.2） 

資料では「LNG のアジア価格（JKM）は 2019 年頃と⽐較すると 2022 年は平均で約 6 倍の歴

史的⾼値⽔準。」と強調されているが、現在の日本平均 LNG 輸入価格は 11～13 米ドル台で推

移している（図１）。日本エネルギー経済研究所の「IEEJ Outlook 2025」によれば、当面 LNG

は供給過剰で推移することが予想されている（図 2）。価格高騰リスクを過剰に表現することは現

状を見誤ることにつながる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 今後 10 年の電⼒需要の想定（電⼒広域的運営推進機関推計）(p.6) 

➢ OCCTO の電力需要想定（図 3）を示して、電力需要が増えることを示しているが、むしろ着

目すべきは 2023 年度需要の前回想定と実績の差ではないか。前回想定では 2023 年の

需要電力量が 8309 億 kWh と見込んだところ、実際の需要は 8026 億 kWh と、およそ

出典：JOGMEC 天然ガス・LNG 価格動向（2024 年 9 月） 

図１ 

出典：IEEJ Outlook 2025 

図2 
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300 億 kWh も下回っていることもわかる。電力需要はわずか 1 年先ですら見通すことが難

しいことがわかる。 

また、ここでしめされているのは 2012 年からだが、２００４年からの需要電力量線を引くと全

く違った印象を受ける(図 4)。20 年間の需要ピークは 2007 年で、それ以降はおおむね減少

傾向にある。また、２０１６年時点の電力需要予測では OCCTO は２０２３年度 8863 億 kWh

と見込んでいたこともわかる。実際の需要は 8026 億 kWh のため、800 億 kWh も過剰見

積もりをしていた。 

 

3. 原⼦⼒の特⻑① 〜脱炭素電源〜（p.1２） 

➢ 気候変動対策に取りうる選択肢は複数存在し、原発はその中の 1 つのオプションに過ぎ

ない。気候変動対策が喫緊の課題である以上、費用対効果の観点は非常に重要であ

る。図 5 に示した通り、IEA は電源別 CO2 削減コストで原発を洋上風力や太陽光より

も高い電源としている。特に新設原発は導入期間も長いため、差し迫っている気候変動

対策のツールになり得ない。 
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➢ 原発のライフサイクル CO2 排出量は現時点では低く評価されているが、将来も低いか

どうかは疑問がある。特にフロントエンドにおける CO2 排出量は将来、ウラン品位の低

下に伴い大幅に増加する可能性がある。詳細は筆者らが作成した原発の気候変動脆弱

性研究会報告書「原発は気候危機に耐えられるか」を参照されたい。 

 

 

4. 原⼦⼒の特⻑② 〜エネルギー⾃⽴性・⻑期の価格安定性(p.１３) 

➢ 39 回原子力小委員会資料１で以下の表が提示され、原発再稼働により電気料金が下

がるかのような説明が行われた(表５)。だが、当日も指摘したが、四国電力は再稼働した

が電気料金が関西や九州のようには下がっていない。また、2023 年度には、東北電力・

東京電力・北陸電力・中国電力が原発再稼働を前提に電気料金値上げ幅の圧縮を図

っている。つまり、この実績単価は原発再稼働を前提とした価格が織り込まれている価格

である。したがって、資料 1 の説明は誤りが含まれている。国民の誤解を助長するような

資料は訂正されるべきである。 

➢ 一般に 1 基のみのサイトと複数基あるサイト、1 サイトのみの事業者、複数サイトを保有

する事業者では、いずれも前者のコストが高くなる。施設の共有化や、さまざまなコストの

共有化ができないためだ。今後再稼働する原発の多くは 1 サイト 1 基のみであり、維持

費が高い。複数基再稼働できる場合でも巨額の安全対策投資を行っているため資本費

回収が高額となる。いずれにせよコスト競争力は大きく低下している。 

図 5 電源別平均 CO2 削減コスト 

出典：IEA資料より作成 
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➢ たとえば、東北電力女川 2 号機の安全対策投資は現在のところ、総額 7100 億円とさ

れているが、同社が最初に原子力規制委員会に申請した際の投資額は 140 億円だっ

たことを考えると、約５１倍の過小見積もりを行っていたことになる。長期の価格安定性が

見込めたとしても、安全対策投資や新設投資が高額となれば、高値で価格が安定するこ

とになるので、無意味である。 

 

5. 原⼦⼒の特⻑③ 〜燃料の安定調達〜(p.1４) 

➢ 各資源の確認可採埋蔵量として、ウランの確認可採埋蔵量の地域別割合や世界分布を

示されている(図 6)。しかし、同じ資料の p.４では原油の中東依存度の問題を指摘しな

がら、ここでは可採埋蔵量を示すのは適切ではない。問題は現在、ウランがどこから供給

されているである。 

その観点で考えたとき、２０２０年の世界へのウラン供給は 41％がカザフスタンに依存し

ている(図 7)。これは石油輸出国機構（OPEC）の石油市場シェアと同程度であり、供給

源の多角化という観点からぜい弱な状態となっている。また、カザフスタンの国営ウラン

鉱山会社はロシア・ウクライナ戦争による制裁などから、西側にウランを供給するのが困

難になりつつあるとコメントしている。また供給の６％を占めるニジェールは軍事クーデタ

ー後、フランスのウラン採掘権を取り消した。ロシアが 6%、中国が 3%を供給しているこ

とを鑑みれば、ウラン供給の 5 割は西側にとってアクセスし得ない、または不安定化して

いると言える。よって、ウラン燃料の安定調達を所与のものと考えるべきではない。 

出典：39 回原子力小委員会資料１ 

表 5 
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また、燃料が安定調達できたとしても供給価格が高ければ、原子力の利点とされる燃料

費の安さが損なわれる。最大の埋蔵量を持つオーストラリアのウランは採掘コスト 80～

130 米ドル/kgU のものが大半を占め、他の国でも同様であることがわかる（図 6）。結

果、現状、40％はカザフスタンの安いウランを利用できていても、将来的には価格の高い

ウランを採掘せざるを得なくなる。供給不安という観点からも採掘コストという観点から

も、ウラン燃料価格の上昇リスクは考慮するべきだ。 

 

6. 原⼦⼒政策を進める上での⼤前提(p.17 以降) 

➢ 東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故の反省を、原子力政策を進める上での大前提と

図 6 

出典：Uranium 2022: Resources, Production and Demand 

 

図 7 
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しながら、この間の委員会で福島第一原発事故による被害や未解決の課題について何

ら議論することがなくとりまとめに至っている。事務局には強く抗議する。 

➢ ｐ.21 でデブリ取り出しを評価しているが、880t と推定されるデブリのわずか 0.7g、10

億分の１。２０５１年までに廃炉にしようというのであれば、残る 26 年で、1 日あたり

90kg は取り出す必要がある。スリーマイル島原発事故では 4 年 3 ヵ月で約 132 トン

を取り出しているので、一日当たり取り出し量は 85kg である。福島第一原発の事故状

況と比べてスリーマイル島原発事故のデブリ取り出しははるかに容易だったことを鑑みれ

ば、この目標が不可能であることは明らかである。 

➢ 仮に 2051 年までに廃炉を完了させるとして、排出される放射性廃棄物はどうするの

か。日本原子力学会の福島第一原子力発電所廃炉検討委員会がとりまとめた『国際標

準からみた廃棄物管理 - 廃棄物検討分科会中間報告』によれば、発生する L1～L3

廃棄物量は 783 万トンと推計されている（表 1）。110 万トンの BWR 型原子炉廃炉で

発生する L1～L3 廃棄物量推計量は、1999 年の原子力部会中間報告によれば、

8790 トン（表 2）、2007 年の第６回原子力発電投資環境整備小委員会での電気事

業連合会説明資料によれば 8040 トン（表 3）であるから、おおよそ９００倍という途方も

ない量である。もし２０５１年廃止措置完了をいうのであれば、処分をどうするのか、処分

場をどうするのかを早急に検討する必要がある。 

出典：総合エネルギー調査会原子力部会中間報告 −商業用原子力発電施設解体廃棄物の処理処分に向けて−（1999 年 5 月 18 日） 

表 2 

出典：日本原子力学会 福島第一原子力発電所廃炉検討委員会 「国際標準からみた廃棄物管理 - 廃棄物検討分科会中間報告」 

表 1 
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➢ 1999 年の原子力部会中間報告に基づけば、110 万トンの BWR 型原子炉廃炉で発

生する L1～L3 廃棄物 8790 トンの処分費用は 178 億円である（表 4）。建設工事費

デフレーターで２０２３年現在に換算すると 250 億円1、１トン当たりの処分費用は 285

万円となる。単純計算では 783 万トンの廃棄物処分には 22.3 兆円が必要となる。 

現在、福島第一原発の廃炉費用は 8 兆円と推計されている。これはデブリ取り出しまで

の推計額であり、東京電力は廃炉等積立金として 2017 年度から平均年 3000 億円

を積み立てている。およそ 27 年かけて積み立てる計算となるので積立完了は２０４４年

となる。仮に、同じ時期に廃棄物の処分費用も積立を完了させる場合、さらに 8000 億

円以上の追加積み立てが必要となる。廃棄物処分費用が積み立てられていなければ、

受け入れ先を探す以前の問題となる。福島への責任を果たす、というのであれば、早急に

廃棄物発生量の推定と処分費用の手当てを開始する必要がある。 

 

➢ この間、福島第一原発の廃炉計画策定は原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）と

東京電力が行ってきた。NDF はそれ以外に、一般負担金・特別負担金・廃炉等積立金な

どの管理も行っている国民生活に大きな影響を与える組織である。一方、NDF は巨額の

国費が投じられた認可法人であるにも関わらず、資料の公開も議事録の公開もほとんど

 
1 建設工事費デフレーター（その他土木）：122.8（２０２３年）÷８７．３（１９９９年）＝1.41 倍 

出典：総合エネルギー調査会原子力部会中間報告 −商業用原子力発電施設解体廃棄物の処理処分に向けて−（1999 年 5 月 18 日） 

表 4 

出典：第６回原子力発電投資環境整備小委員会（2007 年 3 月 14 日）資料 3 

表 3 
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行われていない。NDF が適切な業務を行っていることを検証する必要がある。 

 

7. （核燃料サイクル）安全・安定的な⻑期利⽤に向けた検討課題(p.57) 

➢ 私は 2019 年から原発稼働基数の減少により使用済燃料が不足するため、第二再処

理工場建設は困難であると指摘してきた。今回、問題の存在を受け入れたことは評価す

る。ただし、六ヶ所再処理工場の運転期間長期化は絵に描いた餅以外の何物でもなく反

対する。技術的に 40 年で取り換え不可能になる設備はない等と説明されているが、六

ヶ所再処理工場は１９９３年に着工した後、当初は 1997 年には運転開始しているはず

が、27 回の延期を重ねて今日に至るも竣工できていない。数年先の見通しすら立たな

い状況で 40 年先の話をできる状況ではない。日本原燃自身が現時点で設備の経年

劣化が発生しているとも報告している。運転前の段階でである。この事実を鑑みれば、日

本原燃の保障にはなんらの意味もない。 

➢ 核燃料サイクル政策は永遠に再処理し続けることを前提とした政策である。しかしなが

ら、高速炉が実用化されていない現状では、使用済 MOX 燃料はいずれ処分することに

なる。使用済 MOX 燃料の発熱量や放射線量は通常の使用済燃料を大きく上回ってお

り、再処理で減らしたはずの有害度や処分場面積が戻りかねないということでもある。ま

た、高速炉が実用化されたとして、そのコストはどのようになるのか、だれが負担するのか

など、多くのハードルが残る。第二再処理工場が建設できないのであれば、使用済燃料

の直接処分をふくめた核燃料サイクルの抜本的な再評価を行うべきである。 

 

8. プルトニウムの着実な利⽤(p.60) 

➢ 41 回原子力小委員会で質問したが明確な回答がなかったため、改めて確認する。日本

原燃は２０１６年、原子力規制委で MOX 燃料工場の適切な在庫量を 60 トンと回答し

た。これは MOX 在庫量なので、プルトニウムとしては３０トンになる。現在英仏に多くの日

本のプルトニウムがあり、特に MOX 工場の無いイギリスにある 21.7 トンは減る見込み

がない。つまり、適切な MOX 在庫量とイギリスにあるプルトニウム量だけで、プルトニウ

ム保有量は５２トン程度となり、資料にある保有量上限である４７.３トンを上回ることにな

る。どのような対処を取るのか、経産省に伺いたい。また、フランスではプルトニウム在庫

量が毎年増加しているが、その理由の一つは不良 MOX 燃料が出ているからだ。不良

MOX 燃料が生産された場合はどのように対処されるのか。 

判断材料を与えられておらず、プルトニウムの着実な利用が行いうるのかどうか判断する

ことは不可能である。 

 

9. 投資回収や資⾦調達に係る環境整備(p.93 以降) 

➢ 原発新設に関する議論は、国民世論の大勢と逆行するものであることを認識するべき。 

➢ それにもかかわらず、新設が必要だというのであれば、まず新設の必要性を特に再エネ
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とのコスト比較の上で説明するべきである。 

➢ 国民に新設コストを負担させる長期脱炭素電源オークションを導入したが、それでも不

足していると原子力事業者は説明したが、であれば、国は、最低限、原子力事業者に、ど

のような収支計画で、いったいいくら足りないのかを説明させるべきである。 

➢ 多くの原子力事業者は原発安全対策投資に当初の想定投資額の数十倍もの巨額のコ

ストを費やした結果、財務基盤を毀損してきた。事業者の想定の甘さが問題であり、その

責任を問わずに国が債務保証を何らかの形で行うことは許されない。 

 

10. 次世代⾰新炉の開発･建設に向けたサプライチェーン⽀援（p.105） 

➢ 事務局資料ではサプライチェーンの維持強化について、強い危機感がしめされている

が、長期的な視点で見た場合、図 8 に示した通り、原子力産業の原子力関連売上高が

減っていないことは一目瞭然だ。従事者数は 2000 年代前半に一時減少したが、概ね

5 万人弱である。 

2006 年の原子力立国計画では「今後 10 年程度は、わずかながらも新規建設が見込

まれるため、裾野産業も含めて徐々に縮減傾向にはあるものの、ある程度の企業規模の

維持が可能であるが、その後の状況については不透明である。国内各メーカーが体力を

失って、国際的な影響力を喪失する事態に陥らないよう、体力のある今のうちに、中長期

を見据えた戦略の構築と実行が必要である。我が国メーカーが「世界市場で通用する

規模と競争力を持つよう体質を強化すること」（『原子力政策大綱』）が政策上の目標

である。」（p.94）と、2006 年からほぼ現在と変わらない議論をしている。さらに「2030

年頃の我が国の大規模建設時代までの国内建設低迷期間、我が国原子力産業の技

術・人材の厚み維持のためにも、国際展開は有益である。」（p.109）と記載され、多くの

政策資源を投じて原発輸出を計画してきたが、全て失敗に終わった。こうした過去の経

験をなんら教訓化することなく、サプライチェーン支援に邁進することは無意味である。な
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ぜ、過去の支援策は失敗してきたのかをまず分析するべきである。 

➢ 原発設備容量は事故前 5000 万 kW 弱だったが、２０３０年目標に照らして考えれば、

必要な原発設備容量は約 3000 万 kW 前後まで低下する。サプライチェーン維持が不

可能なことは自明だ。むしろ膨れてしまっている原子力産業の他産業転換に向けた支援

を検討するべきだ。 
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